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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は25,645百万円（前年同期比0.6％減）、営業利益は2,626百

万円（同17.6％減）、経常利益は2,539百万円（同18.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,555百万円

（同10.8％減）となりました。

① ＩＴコンサルティング事業 

国内においては、流通業・サービス業等の主要顧客について、ＩＴシステムの刷新・統合に係る大型案件を中心

に売上が拡大したほか、複数の地方銀行への金融クラウド（SKYBANK）の導入を進めたことで、売上高は前年同期

比で増加しました。一方、東南アジアの子会社の事業を縮小させたことにより、セグメントとしての売上は前年同

期比で微増となりました。

また、当社グループ独自のプロジェクト・モニタリングとマネジメント手法（FUTURENASA、 Futurefraqta）に

関し、ツールの追加や改良を行うとともに社員教育の徹底を図り、プロジェクトの品質向上や運営の効率化が進み

ました。これより粗利益は増加し、新卒の採用拡大による人件費や研修費等の増加はありましたが、営業利益は前

年同期比で増益になりました。

この結果、売上高は15,681百万円（前年同期比0.1％増）、営業利益は2,993百万円（同0.2％増）となりまし

た。

② パッケージ＆サービス事業

FutureOne株式会社は、上半期において一部のプロジェクトの品質問題から新規の受注が遅れたことや、不採算

の事業部門の整理を進めたことが影響して、第３四半期には営業利益が回復したものの、第３四半期までの累計で

は売上高・営業利益とも前年同期比で減少しました。

株式会社マイクロ・シー・エー・デーは、自社製の総合知的財産管理システムの受注が第３四半期に増加しまし

たが、プロジェクトスタートが遅れたことにより、第３四半期までの累計では、売上高・営業利益が前年同期比で

減少しました。

この結果、売上高は2,511百万円（前年同期比19.4％減）、のれん償却額を反映した営業損失は198百万円（前年

同期は166百万円の利益）となりました。

③ ニューメディア＆ウェブサービス事業

株式会社eSPORTSは、前年に大ヒットしたフィットネス関連商品の取扱が無くなったにも関わらず、プライベー

トブランドのアウトドアやトレーニング用品のネット販売が好調だったことにより、売上高が前年同期比で増加し

ました。

東京カレンダー株式会社は、９月の月間ページビューが2,500万に達し、これまでの最高を更新しました。これ

により、広告収入が増加したことに加え、Webと連動した雑誌広告も拡大したため、前年同期比で売上高が増加

し、営業赤字幅は縮小しました。

コードキャンプ株式会社によるオンラインプログラミング教育サービスの提供などの事業については、新たなサ

ービスの提供のための投資が先行している段階であります。

この結果、売上高は4,177百万円（前年同期比12.3％増）、のれん償却額を反映した営業損失は252百万円（前年

同期は80百万円の損失）となりました。

④ 企業活性化事業

食品スーパーを営む株式会社魚栄商店においては前年同期比で売上高は微減でありましたが、商品毎の売上高、

仕入高及び在庫をＩＴシステムによって分析することで、適切な仕入れを行い、粗利率の改善を実現し、営業利益

が前年同期比で大幅に増加しました。

この結果、売上高は3,395百万円（前年同期比0.2％減）、営業利益は33百万円（同97.7％増）となりました。

なお、当社グループは株式会社魚栄商店の全株式を平成28年９月７日付で譲渡したため、株式会社魚栄商店（及

びその子会社）を連結の範囲から除外しております。

 

（注）上記のセグメントの業績数値は、セグメント間の内部売上高または振替高を調整前の金額で記載しており

ます。平成28年４月１日付で持株会社体制への移行により組織体制を整備したため、当第２四半期連結会計期間よ

り、従来「ＩＴコンサルティング事業」に含めていたグループ運営に係る費用をセグメント利益の調整額に費用と

して計上する方法に変更し、各グループ会社からの業務委託料やグループ成長支援料等をセグメント利益の調整額

に収益として計上する方法に変更しております。前年同期比については、前第３四半期連結累計期間の数値をセグ

メント変更後の区分及び測定方法に組み替えた上で比較を行っています。
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（２）財政状態に関する説明

（資産、負債及び純資産の状況）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は21,969百万円となり、前連結会計年度末に比べ859百万円減少いたしま

した。その主な要因は、現金及び預金（前連結会計年度末比＋618百万円）が増加しましたが、受取手形及び売掛

金（前連結会計年度末比△1,026百万円）やのれん（前連結会計年度末比△257百万円）が減少したこと等によるも

のであります。

また、負債は5,212百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,315百万円減少いたしました。その主な要因は、未

払金（前連結会計年度末比△213百万円）や未払法人税等（前連結会計年度末比△646百万円）が減少したこと等に

よるものであります。

なお、純資産は16,757百万円となり、前連結会計年度末に比べ455百万円増加いたしました。その主な要因は、

利益剰余金（前連結会計年度末比＋392百万円）が増加したこと等によるものであります。

（キャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益を2,590百万円計上や売上債権の減少による

収入978百万円がありしたが、法人税等の支払額1,745百万円等により、1,979百万円の収入（前年同期は1,465百万

円の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社株式や投資有価証券の売却による収入196百万円がありました

が、敷金及び保証金の差入れによる支出230百万円等により、155万円の支出（前年同期は764百万円の支出）とな

りました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額1,146百万円等により、1,226百万円の支出（前年同期は

925百万円の支出）となりました。

これら営業活動、投資活動、財務活動等の結果、当第３四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物は、前連結

会計年度末に比べ566百万円増加し、10,323百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成28年12月期通期の業績予想につきましては、前回発表（平成28年７月29日付）の業績予想からの変更はござ

いません。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

当第２四半期連結会計期間において、フューチャーアーキテクト株式会社を会社分割により設立しました。

また、当第３四半期連結会計期間において、株式会社魚栄商店の全株式を売却しました。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。 

また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更

いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って

おります。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期

連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項(4)、連結会計基準第44－5項(4)及び事業分

離等会計基準第57－4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来

にわたって適用しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 
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（減価償却方法の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,650,136 10,269,131 

受取手形及び売掛金 5,020,960 3,994,587 

有価証券 108,689 56,180 

商品及び製品 688,591 765,506 

仕掛品 34,892 76,354 

繰延税金資産 216,495 244,390 

未収入金 1,415,805 1,385,813 

その他 566,157 799,815 

貸倒引当金 △5,113 △4,915 

流動資産合計 17,696,614 17,586,864 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 3,346,284 858,472 

減価償却累計額 △3,023,246 △647,339 

建物及び構築物（純額） 323,037 211,132 

土地 80,894 5,430 

その他 2,189,531 1,819,026 

減価償却累計額 △1,869,459 △1,601,274 

その他（純額） 320,071 217,751 

有形固定資産合計 724,003 434,314 

無形固定資産    

のれん 969,257 711,707 

ソフトウエア 472,454 341,984 

その他 23,175 19,149 

無形固定資産合計 1,464,887 1,072,841 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,729,798 1,521,108 

敷金及び保証金 1,032,610 1,170,175 

繰延税金資産 132,819 130,308 

その他 93,653 89,926 

貸倒引当金 △45,430 △36,035 

投資その他の資産合計 2,943,452 2,875,483 

固定資産合計 5,132,344 4,382,639 

資産合計 22,828,959 21,969,503 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,303,659 813,391 

1年内返済予定の長期借入金 4,800 - 

未払金 742,063 528,981 

未払法人税等 1,243,548 597,474 

賞与引当金 236,859 627,374 

品質保証引当金 88,160 98,047 

ポイント引当金 25,198 966 

その他 1,437,814 1,238,551 

流動負債合計 5,082,101 3,904,786 

固定負債    

長期借入金 1,013,200 1,000,000 

資産除去債務 408,249 294,978 

その他 23,921 12,556 

固定負債合計 1,445,370 1,307,535 

負債合計 6,527,472 5,212,322 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,421,815 1,421,815 

資本剰余金 2,507,763 2,507,763 

利益剰余金 13,756,812 14,149,007 

自己株式 △1,499,428 △1,499,494 

株主資本合計 16,186,962 16,579,091 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 45,431 39,708 

繰延ヘッジ損益 - △511 

為替換算調整勘定 △108,510 37,639 

その他の包括利益累計額合計 △63,078 76,836 

非支配株主持分 177,602 101,252 

純資産合計 16,301,486 16,757,181 

負債純資産合計 22,828,959 21,969,503 
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 25,788,678 25,645,531 

売上原価 16,089,704 15,716,794 

売上総利益 9,698,973 9,928,736 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 269,230 285,782 

給料及び賞与 2,686,951 3,116,758 

研修費 188,350 230,989 

研究開発費 119,870 248,821 

減価償却費 74,910 60,816 

採用費 209,634 200,603 

その他 2,961,099 3,158,167 

販売費及び一般管理費合計 6,510,048 7,301,939 

営業利益 3,188,924 2,626,797 

営業外収益    

受取利息 2,748 1,655 

受取配当金 30,958 32,115 

持分法による投資利益 4,922 43,593 

その他 11,773 12,642 

営業外収益合計 50,403 90,006 

営業外費用    

支払利息 7,596 5,768 

為替差損 101,663 171,881 

寄付金 30,000 - 

営業外費用合計 139,259 177,650 

経常利益 3,100,069 2,539,153 

特別利益    

投資有価証券売却益 35,063 399 

関係会社株式売却益 － 196,651 

特別利益合計 35,063 197,051 

特別損失    

持分変動損失 9,343 1,270 

投資有価証券評価損 － 143,881 

関係会社株式売却損 － 808 

特別損失合計 9,343 145,959 

税金等調整前四半期純利益 3,125,789 2,590,245 
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    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

法人税等 1,320,371 1,042,459 

四半期純利益 1,805,417 1,547,786 

（内訳）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,743,609 1,555,904 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
61,808 △8,117 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,957 △5,422 

繰延ヘッジ損益 － △511 

為替換算調整勘定 38,303 140,195 

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,658 △300 

その他の包括利益合計 40,602 133,961 

四半期包括利益 1,846,020 1,681,747 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,810,377 1,696,175 

非支配株主に係る四半期包括利益 35,642 △14,427 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,125,789 2,590,245 

減価償却費 299,934 302,456 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,184 14,557 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,725 393,949 

品質保証引当金の増減額（△は減少） △105,632 9,887 

プロジェクト損失引当金の増減額（△は減少） △30,496 - 

受取利息及び受取配当金 △33,706 △33,770 

支払利息 7,596 5,768 

持分法による投資損益（△は益） △4,922 △43,593 

持分変動損益（△は益） 9,343 1,270 

投資有価証券売却損益（△は益） △35,063 △399 

投資有価証券評価損益（△は益） － 143,881 

関係会社株式売却損益（△は益） － △195,843 

売上債権の増減額（△は増加） 743,704 978,111 

たな卸資産の増減額（△は増加） 89,489 △231,907 

仕入債務の増減額（△は減少） △239,530 △153,476 

その他 △325,932 △83,659 

小計 3,517,482 3,697,476 

利息及び配当金の受取額 33,815 33,771 

利息の支払額 △7,596 △5,635 

法人税等の支払額 △2,047,840 △1,745,680 

寄付金の支払額 △30,000 - 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,465,862 1,979,932 
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    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 40,325 - 

有形固定資産の取得による支出 △116,362 △121,145 

無形固定資産の取得による支出 △81,913 △30,670 

資産除去債務の履行による支出 △5,426 △3,891 

投資有価証券の取得による支出 △348,373 - 

投資有価証券の売却による収入 49,610 100,399 

関係会社株式の取得による支出 △10,255 - 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△248,571 - 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 96,504 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
－ △3,770 

関係会社出資金の払込による支出 △19,000 - 

敷金及び保証金の差入による支出 △16,899 △230,702 

敷金及び保証金の回収による収入 13,129 40,584 

その他 △20,457 △2,447 

投資活動によるキャッシュ・フロー △764,194 △155,138 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 － △18,000 

自己株式の取得による支出 － △66 

自己株式の売却による収入 53,546 - 

配当金の支払額 △900,625 △1,146,537 

非支配株主への配当金の支払額 △78,411 △61,922 

財務活動によるキャッシュ・フロー △925,490 △1,226,526 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △63,232 △31,782 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △287,054 566,484 

現金及び現金同等物の期首残高 8,614,620 9,757,026 

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,327,565 10,323,511 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年１月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注１） 
合計 

調整額 
（注２） 

四半期連結 
財務諸表 
計上額 

（注３） 
 

ＩＴコンサル

ティング事業 
パッケージ＆

サービス事業 

ニューメディ

ア＆ウェブサ

ービス事業 

企業活性化

事業 
計 

売上高                  

(1)外部顧客への

売上高 
15,565,061 3,108,398 3,718,785 3,396,431 25,788,678 － 25,788,678 － 25,788,678 

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高 
108,301 9,926 576 4,485 123,289 － 123,289 △123,289 － 

計 15,673,363 3,118,325 3,719,362 3,400,916 25,911,967 － 25,911,967 △123,289 25,788,678 

セグメント利益

又は損失(△) 
2,987,167 166,754 △80,419 16,757 3,090,259 1,749 3,092,008 96,916 3,188,924 

(注１) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、有価証券投資・保有・運用事業

等を含んでおります。

(注２) セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引の消去及び持株会社の収益並びに費用の額であ

ります。

(注３) セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「ニューメディア＆ウェブサービス事業」セグメントにおいて、コードキャンプ株式会社の株式を取得し

たことにより、同社を連結子会社としました。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結

累計期間においては367,581千円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注１） 
合計 

調整額 
（注２） 

四半期連結 
財務諸表 
計上額 

（注３） 
 

ＩＴコンサル

ティング事業 
パッケージ＆

サービス事業 

ニューメディ

ア＆ウェブサ

ービス事業 

企業活性化

事業 
計 

売上高                  

(1)外部顧客への

売上高 
15,568,348 2,510,373 4,177,048 3,389,760 25,645,531 － 25,645,531 － 25,645,531 

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高 
113,331 1,512 157 6,030 121,032 － 121,032 △121,032 － 

計 15,681,680 2,511,886 4,177,205 3,395,791 25,766,563 － 25,766,563 △121,032 25,645,531 

セグメント利益

又は損失(△) 
2,993,276 △198,700 △252,186 33,135 2,575,525 △15,849 2,559,676 67,121 2,626,797 

(注１) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、有価証券投資・保有・運用事業

等を含んでおります。

(注２) セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引の消去及び持株会社の収益並びに費用の額であ

ります。

(注３) セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更等）

 平成28年４月１日付で持株会社体制への移行により組織体制を整備したため、当第２四半期連結会計

期間より、従来「ＩＴコンサルティング事業」に含めていたグループ運営に係る費用をセグメント利益

の調整額に費用として計上する方法に変更し、各グループ会社からの業務委託料やグループ成長支援料

等をセグメント利益の調整額に収益として計上する方法に変更しております。

 これに伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が「Ｉ

Ｔコンサルティング事業」で17,192千円、「調整額」で45,233千円増加し、「パッケージ＆サービス事

業」で40,607千円、「ニューメディア＆ウェブサービス事業」で21,819千円、それぞれ減少しておりま

す。

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分及び測定方法

に基づき作成したものを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報

 前連結会計年度の末日に比して、当第３四半期連結会計期間の報告セグメントごとの資産の金額が変動し

ております。その概要は、以下の通りです。

 当社は、当第３四半期連結会計期間において「企業活性化事業」に分類しておりました株式会社魚栄商店

の株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

 この結果、「企業活性化事業」セグメント資産の金額はなくなっています。
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４．補足情報

（１）受注の状況

（単位：千円）

区分

前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高

ＩＴコンサルティング事業 17,664,891 8,264,498 14,747,565 6,313,887

パッケージ＆サービス事業 3,110,554 1,150,254 2,878,208 1,310,500

ニューメディア＆ウェブサービス事業 218,210 74,175 545,701 195,549

合計 20,993,656 9,488,928 18,171,475 7,819,937

（注）受注高には為替レート変動に伴う金額調整分を含めております。
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